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• 文部科学省は、全ての子供たちの可能性を引き出す「個別最適な学び」と「協働的な学び」を実現するため、義務
教育段階における「１人１台端末」「高速大容量の通信ネットワーク」を一体的に整備。令和６年度よりGIGAス
クール構想第２期として端末の更新を進めるとともに、通信ネットワーク速度の改善を図っている。

• 端末の活用状況（週３回以上、授業中で活用）は、小学校：93.3%、中学校：90.8%

2出典：国立教育政策研究所「全国学力・学習状況調査結果」

GIGAスクール構想

１人１台端末の授業での活用状況



• 2023年3月に文部科学省は「GIGAスクール構想の下での校務DXについて」において、次世代の校務DXの在り方の方
向性を提示。次世代校務DX環境整備にあたっては、都道府県域での共同調達を前提に、環境整備に要する初期費用
や当該環境整備に向けた準備に要する費用を補助するための予算を文部科学省にて令和６年度補正予算等に計上。

• 2024年4月に「教育DXに係る当面のKPI」を設定し、校務DXに関する目標を設定。文部科学省とデジタル庁で連携
し「校務DXの取組に関するダッシュボード」において、 各地方公共団体の校務DXの取組状況を可視化
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校務DXの推進

次世代の校務DXとは 校務DXの取組に関するダッシュボード
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バラバラなデジタル化が増大させる教職員への負担

• 年度末・初めのアカウント作成・更新業務では、一校当たり約70時間（※）の作業時間が発生。
作業が終わらず、学習アプリの利用開始が6月以降になっている事例も。デジタル完結・ワンスオンリー
の徹底により、作業を約70％削減可能（※）。

• デジタルドリルをはじめデジタル教材など活用アプリが増えれば増えるほど、アカウント作成・更新業務
は増大。進学・転校時などの各種データ連携も、アカウント設定が複雑になればなるほど、事実上困難に。
※デジタル庁にて試算。1学年2クラス規模の小学校において、6つのアプリケーションのアカウントを連携させる想定。対象の作業としては、登録用データ作成、ア
カウント登録、進級時のアカウント更新を想定。デジタル庁において実施した複数自治体へのヒアリングにて、現実の作業と大きな齟齬が無いことを確認済。

デジタル完結・ワンスオンリーの徹底による教職員・子供双方の負担軽減が必須

自治体・ベンダーにより仕組みがバラバラで整備され、コントロール不能に

• OSの違いなどにより学校や自治体ごとに異なるアカウント管理が普及しつつある。
• 自治体の“１人情シス”問題も大きな課題。各自治体で標準化に配慮して取り組むことは難しい。
• こうした課題がある中、校務データにせよ、学習データにせよ、安全・安心にデータの連携・共有を

進めるためには、認証基盤を特定のプラットフォームに依存せず、国全体として一つの枠組みを設定
することが必要。

自治体の枠組みを越えた共通の方針策定が必須

DX担当職員が３名以下の自治体が
49％（１名以下の自治体は12％）

顕在化している課題の例①
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5「学校・教育機関における個人情報漏えい事故の発生状況」調査報告書（教育ネットワーク情報セキュリティ推進委員会）を基に作成

• R5年度、学校等で231件・14万人の個人情報漏洩事故が発生（うち50件は成績情報）。特に、年度初めの4月の発生件
数が顕著。

• 要因は、USBメモリや書類も依然多いが、オンライン接続・送受信を前提にしたものが約2割（影響人数では約半分）。

• 校務DXの推進において、個人情報保護は大前提。学校間でセキュアにデータ連携するための認証基盤が不可欠。
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顕在化している課題の例②



• デジタル庁では関係省とともに、データ連携のための標準規格の実証・実装支援を行ってきたところ。
• 校務系の指導要録・学校健診票のデータ形式はAPPLIC標準、校務系・学習系の名簿データ送受信はOneRoster
（1 EdTech）、学習eポータルに接続されている学習アプリ等の連携はLTI （1EdTech）を採用。
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（参考）現行の初等中等教育段階のアーキテクチャの基本的な枠組み

年度更新（新入生、学年の変更）
転校への対応の効率化等

単一端末から多様なアプリケーションに
SSO等でシームレスに接続

校務系 学習系

校務支援システム

校務支援システム

学習eポータル LTIOneRosterA市

B町

IdP

DBAPPLIC
xAPI

MEXCBT

デジタル教科書

ドリルアプリ

児童生徒の学習管理、
学習履歴の蓄積・分析



『国・地方デジタル共通基盤の整備・運用に関する基本方針（2024年６月21日）』において、国及び地方公共団体が
共通して利用するデジタル公共インフラ（DPI）は、官民を通じて共通的に活用していくことで、行政、民間双方の
デジタルサービスの提供におけるコストを低減し、利用体験を改善する役割を果たすため、利活用を拡大するととも
に、原則として、国が主導して開発・運用・保守を行うことが適当であるとされている。
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デジタル公共インフラ（DPI）

１．国・地方デジタル共通基盤の整備・運用の基本的考え方
（１）国・地方デジタル共通基盤の整備・運用を通じて目指す行政の姿
② 国及び地方公共団体が連携・協力して進める DX
ⅱ）DPI の整備・利活用と共通 SaaS 利用の推進（ヨコの改革） 
・DPI は、オンラインを前提として様々な社会活動が行われる中で、官民を通じて共通的に活用していくことで、行政、民間双方のデジタルサービス
の提供におけるコストを低減し、利用体験を改善する役割を果たす。個人の認証に用いられるマイナンバーカードを活用した公的個人認証や、事業
者の認証に用いられる G ビズ ID、現在整備を進めている住所・所在地情報、法人基本情報、不動産基本情報等のベース・レジストリなどは DPI に
当たり、これまで主に国が主導して整備しつつあるが、今後ともその利活用を拡大するとともに、不足するものについては、積極的に整備していく
必要がある。

２．取組の方向性
（４）国・地方を通じたトータルコストの最小化を見据えた国と地方公共団体の費用負担の基本的考え方
ⅱ）デジタル公共インフラ（DPI）
・ オンラインの社会活動を前提とした際に、官民サービスの社会基盤として必要となるDPI は、共通のものとして整備することが社会コストの低減や
ユーザーの利便性に資するものである。共通SaaS 利用の前提として、DPI であるマイナンバーカードによる個人認証、G ビズID 等の認証基盤、不
動産や法人基本情報等のベース・レジストリ等は原則として、国が主導して開発・運用・保守を行うことが適当である。

・ DPI については多くの主体によって利用されてはじめてその効果が最大化されるものであり、各府省庁による利用の徹底は必須とし、また、地方公
共団体においてもその利用に努める必要がある。

国・地方デジタル共通基盤の整備・運用に関する基本方針（2024年６月21日）
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Step1 : 組織内のID管理の適切化の必要性
• 各アプリやシステムで、バラバラにアカウント管理を行っていると、名簿・アカウント作成・更新作業が教職員の大きな負担にな

るとともに、自治体内でデータを利活用する際、名寄せコストが膨大になり、紐づけ誤りを発生させる。
• これまで、文部科学省・デジタル庁では、データ転送時の標準規格等の実証・普及などデータ自体の標準化などを推進してきたが、

安全かつ効率的なデータ連携の実現に当たっては、データの標準化に加え、各種アプリを活用する児童生徒・教職員のID（≒アカ
ウント）の管理を適切化することが必要。

校務系

デジタル
ドリル

デジタル
教材

授業支援
アプリ

学校A学習者A

校務系

デジタル
ドリル

デジタル
教材

授業支援
アプリ

学校A学習者A

HUB機能
適切なアクセス制御を実施

※点線は欠席連絡等でデータを入力する場面を想定
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Step2 : 組織を越えた枠組み整備の必要性
• 現状のままアカウント管理がバラバラに進んでいった場合、自治体を越えた進学・転校におけるデータ連携が限定的かつ複雑に。

また、学修成果証明や奨学金等の受給等、教育委員会以外の主体に対する各種手続のデジタル完結も困難に。学校段階間・私教
育・高卒就職等、学校を越えて自らのデータを活用し自己調整しながら学んだり、教員等からの的確なサポートを得る上でも、認
証基盤の共通化が課題。

• こうした課題の解決に、システムやアプリ自体を標準化（統一）するのでは無く、将来的にデータを連携・共有する範囲を見越し
つつ、認証基盤の共通化及び連携されるデータ自体の標準化を、国全体として進めていくことが必要。

A市

※法令に規定されている指導要録等の場合は、本人同意不要。
※本人同意に基づくデータ連携については、学校側による実質的な強制とならないよう要配慮。
※多拠点居住等への対応や、子供と保護者の関係性整理（未成年の同意）も射程に入れることが必要。

①進学

③同意に基づきデータ連携

B県

②学習データの活用意思・共有同意

組織を越えたデータ連携のイメージ（例：進学）
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Step3 : 分野を超えた枠組み整備の必要性
• 人口減少社会を迎えている日本社会において、行政全体の運営コスト（データ連携コスト）を下げるため、デジタル庁では、各所

管省庁と連携し、個人を中心とした分野横断のデータ連携の実現に向けて基盤整備等を推進。
• そのためには、教育分野に限らず、医療、防災、雇用（就職市場）、福祉などの各行政分野との連携も見越した認証の枠組みの整

備が必要に。

データ連携基盤

医療

防災

教育

福祉
雇用
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• 今後の学校単位でのデータ連携や個人起点でのデータ連携の場面が増えていく可能性を想定し、事務コスト低減と
セキュリティ強化を両立するため、主体・データの真正性の確保（認証基盤の在り方）の検討を行う必要。

• すでに進めている標準規格によるデータ連携（OneRoster, LTI 等）は継続して社会実装を進めることが必要。

校務系 学習系

校務支援システム

校務支援システム

学習eポータル LTIOneRoster

学習eポータル

A市

B町

IdP

DB

子供(保護者)

PDS等
APPLIC xAPI

DB

【組織起点でのデータ連携】
・どのデータが必要か
・どのようにデータを連携させるか
・主体・データの真正性をどう確保するか 等

MEXCBT

デジタル教科書

ドリルアプリ

【個人起点でのデータ連携】
・どのデータが必要か
・どのようにデータを連携させるか
・主体・データの真正性をどう確保するか 等本当にA学校が発行した情報？

どう確認する？
本人であること・本人のデータであること

をどう確認する？

認証基盤の在り方の検討の必要性
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教育では、質の高い教育の実現と転校・進学時における保護者や教師の負担軽減を図るため、自治体を超えてデータを利活用できる
よう、認証基盤を整備します。データの取り扱いや標準化等の課題について、あべ大臣を中心に検討を進め、今年の６月を目途に具
体策をまとめてください。

【参考】デジタル行財政改革会議における石破総理発言（2025年2月20日）

教育分野の認証基盤の在り方に関する検討の進め方について

① 文部科学省教育データの利活用に関する有識者会議の取りまとめも踏まえ、デジタル庁において、速やかに有識者
から構成される検討会を立ち上げ、関係省庁と連携しつつ、教育分野の認証基盤の在り方について検討を開始

② 同検討会において、４～５月頃までに報告書を取りまとめるとともに、6月までに改定予定の教育データ利活用
ロードマップにおいて、教育分野の認証基盤の実現に向けた工程表等を整理

③ 同検討会の報告書に基づき、令和７年度、デジタル庁において、教育分野の認証基盤の実現に向けた調査研究を
実施予定

今後の進め方

今後、教育のデジタル化やシステム間での連携を進め、教育データ利活用を推進するためには主体・データの真正性確保のための
認証基盤が必要となると考えられる。このため、同基盤の在り方について、政府全体の方針やデジタル基盤の整備状況等を踏まえ、
デジタル庁で調査研究を実施するなど、関係省庁が連携して検討を進めていくことが望ましい。

【参考】効果的な教育データ利活用に向けた推進方策について（令和6年度議論のまとめ）（教育データの利活用に関する有識者会議）
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